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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第72期

第１四半期

連結累計(会計)期間

第73期

第１四半期

連結累計(会計)期間

第72期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 5,068,282 5,833,329 20,960,952

経常利益 （千円） 910,256 1,030,258 2,522,200

四半期（当期）純利益 （千円） 539,896 649,112 1,448,136

純資産額 （千円） 28,013,084 28,780,514 28,757,468

総資産額 （千円） 32,977,481 33,947,429 34,668,133

１株当たり純資産額 （円） 2,013.55 2,070.45 2,068.18

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 38.80 46.68 104.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 84.9 84.8 83.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 996,000 △249,821 2,430,252

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △86,785 55,252 555,227

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △409,166 △409,932 △452,112

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（千円） 9,818,095 11,222,153 11,796,076

従業員数 （名） 557 540 548

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間における、関係会社の異動は以下の通りであります。

(1)　合併

持分法適用関連会社である株式会社LATERNAは、株式会社アマゾンと平成22年４月１日に合併し、株式会

社AMAZONLATERNA（持分法適用関連会社）となりました。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 540　

(注)　従業員数は就業人員（当社及び連結子会社から外部への出向者及び人材会社からの派遣社員を除き、外部から当

社及び連結子会社への出向者を含む）であり、パートタイマー、季節工等は在籍しておりません。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 319　

(注)　従業員数は就業人員（当社から当社外への出向者及び人材会社からの派遣社員を除き、当社外から当社への出向

者を含む）であり、パートタイマー、季節工等は在籍しておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【製作、受注及び販売の状況】

(1)　製作実績

当社グループは、映像製作・販売事業において、劇場作品・テレビアニメ作品の受注製作を行っております。当第１四

半期連結会計期間における製作実績を示すと、次の通りであります。

区分 製作高(千円) 前年同四半期比(％)

劇場アニメ作品 252,434 －

テレビアニメ作品 615,653 －

合計 868,088 －

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　アニメ作品製作については、作業の一部を外注に依存しております。

（主な外注先：㈱青二プロダクション、東映ラボ・テック㈱、㈲かぐら）

なお、当第１四半期連結会計期間における外注費は632,823千円であります。

　

(2)　受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を示すと、次の通りであります。

区分 本数 　受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

劇場アニメ作品 2 157,336 － 697,736 －

テレビアニメ作品 15 142,950 － 919,961 －

合計 17 300,286 － 1,617,697 －

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

映像製作・販売事業 1,843,376 －

版権事業 2,182,802 －

商品販売事業 1,692,937 －

その他事業 114,213 －

合計 5,833,329 －

(注)　１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱エンスカイ ― ― 973,877 16.7

東映㈱ 1,052,341 20.8 863,721 14.8

 ３　東映グループ（除く東映㈱及び当社の子会社）に対する販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する  
割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東映グループ 31,923 0.6 62,027 1.1

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等
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又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は締結されておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外景気の改善や政府の経済対策の効果等を背景

に企業収益の改善が続くなか、輸出や生産、個人消費に回復の兆しが見られた一方、欧州を中心とした海

外景気の下振れやデフレの影響が懸念される等、依然として厳しい状況にありました。

当社グループを取り巻く事業環境におきましても、依然として少子化やテレビ広告市場の落ち込み、

DVD市場の飽和、娯楽の多様化等により厳しい状況が続いているものの、劇場用アニメーション作品の興

行成績が好調に推移し、携帯端末・パソコン・テレビ・ゲーム機等への映像配信サービスやブルーレイ

ディスク、３D立体映像等の新たなメディアの拡大の他、政府によるコンテンツ支援策が図られる等、アニ

メーションビジネスの拡大が期待されます。

こうしたなか、当社グループは、国内で「ワンピース」、「ハートキャッチプリキュア！」、「ドラゴン

ボール」シリーズ、海外で「ドラゴンボール」シリーズ、「ワンピース」、「プリキュア」シリーズを主

とした、テレビ・映画・DVD・携帯端末・インターネット等への映像製作・販売事業や、キャラクターラ

イセンス等の版権事業、キャラクター商品の開発や販売等を行う商品販売事業、キャラクターショー等の

その他事業を展開いたしました。

この結果、当第１四半期連結会計期間における売上高は58億33百万円（前年同四半期比15.1％増）、営

業利益は８億66百万円（同8.7％増）、経常利益は10億30百万円（同13.2％増）、四半期純利益は６億49

百万円（同20.2％増）となりました。

　

セグメントごとの業績は次の通りであります（セグメント間取引金額を含みます）。

　

①映像製作・販売事業

劇場アニメ部門では、３月に公開した「映画 プリキュアオールスターズDX2 希望の光☆レインボー

ジュエルを守れ！」が前作を上回る興行成績を記録したものの、３月分の興行に関する収入を前期に

計上済みであったことから、前年同四半期と比較して大幅な減収となりました。

テレビアニメ部門では、「ワンピース」や「ドラゴンボール改」、「怪談レストラン」、「ハート

キャッチプリキュア！」、「マリー＆ガリー Ver.2.0」、「うちの３姉妹 おかわりぱれたい」等を放

映いたしましたが、前年同四半期に比べ放映本数が若干減少したことから、全体としては若干の減収と

なりました。

パッケージソフト部門では、新作で「フレッシュプリキュア！」や「ワンピース」等のDVDが好調に

稼動したものの、ライブラリー作品全体におけるDVDの販売が減少したことから、大幅な減収となりま

した。

海外部門では、「ドラゴンボール」シリーズや「プリキュア」シリーズ、「ワンピース」等のテレビ

放映権やビデオ化権の販売を全世界で積極的に行ったものの、前年同四半期に「ドラゴンボール」シ

リーズの北米ビデオ化権とイタリアテレビ放映権の大口の販売があったことの反動減により、大幅な

減収となりました。

その他部門では、携帯端末やパソコン・テレビ・ゲーム機等で映像配信サービス等を行い、「ドラゴ
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ンボールANiMO」等が好調に推移し、また前年同四半期と比較して配信作品数が増加したこと等によ

り、大幅な増収となりました。

この結果、売上高は18億50百万円、セグメント利益は12百万円となりました。

②版権事業

国内部門では、「ワンピース」や「ハートキャッチプリキュア！」が好調に推移し、特に「ワンピー

ス」の人気が一層拡大し、パズル等のキャラクター商品が大きく稼動したことから、前年同四半期と比

較して大幅な増収となりました。

海外部門では、欧州で「ドラゴンボール」シリーズのキャラクター商品等が堅調に推移しましたが、

全体としては前年同四半期に比べ厳しく、為替の影響もあり、大幅な減収となりました。

この結果、売上高は21億86百万円、セグメント利益は10億21百万円となりました。

③商品販売事業

商品販売部門では、「ワンピース」や「ハートキャッチプリキュア！」に関連したキャンペーンや

タイアップ商品等が好調に稼動し、特に「ワンピース」が大幅に伸びたことから、前年同四半期と比較

して大幅な増収となりました。

この結果、売上高は16億92百万円、セグメント利益は56百万円となりました。

④その他

その他事業部門では、「ワンピース」や「ハートキャッチプリキュア！」の催事やショーが好調に

稼動し、全体としては大幅な増収となりました。

この結果、売上高は１億14百万円、セグメント利益は32百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて2.7％減少し、174億52百万円となりました。これは、現金及び預

金が５億73百万円、受取手形及び売掛金が35百万円、商品及び製品が56百万円、流動資産のその他が86百

万円それぞれ減少し、仕掛品が２億80百万円増加したこと等によります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.5％減少し、164億95百万円となりました。これは、投資有価証

券が２億93百万円減少したこと等によります。投資有価証券は、持分法適用により98百万円、民法上の組

合に対する出資により47百万円それぞれ増加しましたが、時価評価により４億39百万円減少しました。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて2.1％減少し、339億47百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて12.7％減少し、44億29百万円となりました。これは、支払手形及

び買掛金が２億39百万円、未払法人税等が６億94百万円、賞与引当金が１億30百万円それぞれ減少し、流

動負債のその他が４億16百万円増加したことによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて11.6％減少し、７億37百万円となりました。これは、役員退職慰

労引当金が１億13百万円減少したことによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて12.6％減少し、51億66百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.1％増加し、287億80百万円となりました。これは、利益剰余

金が２億66百万円増加し、評価・換算差額等が２億36百万円減少したこと等によります。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第１四半期
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連結会計期間末に比べ14億４百万円増加し、112億22百万円となりました。

なお、四半期連結貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定117億22百万円との差異は、預入期間

３ヶ月超の定期預金５億円であります。

当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、２億49百万円（前第１四半期連結会計期間は９億96百万円の獲得）

となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益10億14百万円、支出の主な内訳は、たな卸資

産の増加２億61百万円、仕入債務の減少２億34百万円、法人税等の支払額９億26百万円であります。なお、

減価償却費66百万円は、資金流出の発生しない費用であるためキャッシュ・フロー計算書では、資金増の

要因となっております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は、55百万円（同86百万円の使用）となりました。収入の主な内訳は、貸

付金の回収による収入78百万円、支出の主な内訳は、貸付けによる支出30百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、４億9百万円（同４億9百万円の使用）となりました。これは、配当の

支払等によるものであります。

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 14,000,000 14,000,000
大阪証券取引所
（JASDAQ市場）

単元株式数は100株で
あります。

計 14,000,000 14,000,000－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年６月30日 ― 14,000,000― 2,867,575― 3,409,575

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年３月31日現在で記載しております。

①　【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 300

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,998,500 139,985 －

単元未満株式 普通株式 1,200 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　 14,000,000 － －

総株主の議決権 － 139,985 －

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株式が400株(議決権４個)含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式16株が含まれております。
　

②　【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

東映アニメーション株式会社 東京都練馬区東大泉2-10-5 300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

(注)　当第１四半期会計期間において、単元未満株式の買取により自己株式が80株増加し、平成22年６月30日現在の自己

保有株式数は、396株となっております。
　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高(円) 1,650 1,690 1,498

最低(円) 1,459 1,441 1,389

(注)　最高・最低株価は大阪証券取引所（JASDAQ市場）におけるものであります。
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次の通りであり

ます。

(1)　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役

（経営管理本部長兼経理部長）

専務取締役

（経理部担当兼情報システム部担当・経理部長）
西　廣太郎 平成22年７月１日

常務取締役

（経営企画部担当）

常務取締役

（経営企画部担当兼総務部担当・法務部担当）
大山　秀徳 平成22年７月１日

取締役

（企画営業本部コンテンツ事業部長兼ブロード

バンド事業室長・ネット事業室長）

取締役

（企画営業本部コンテンツ事業部長）
木下　浩之 平成22年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,722,153 12,296,076

受取手形及び売掛金 3,961,798 3,997,615

商品及び製品 53,907 110,329

仕掛品 1,064,453 784,297

原材料及び貯蔵品 57,965 68,420

その他 648,230 734,686

貸倒引当金 △56,353 △62,137

流動資産合計 17,452,154 17,929,287

固定資産

有形固定資産 ※1
 3,642,971

※1
 3,669,535

無形固定資産 224,896 245,346

投資その他の資産

投資有価証券 7,848,262 8,141,623

その他 4,818,882 4,722,078

貸倒引当金 △39,738 △39,738

投資その他の資産合計 12,627,407 12,823,963

固定資産合計 16,495,275 16,738,845

資産合計 33,947,429 34,668,133

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,688,914 2,928,184

未払法人税等 216,821 910,975

賞与引当金 94,627 225,039

その他 1,429,204 1,012,262

流動負債合計 4,429,568 5,076,462

固定負債

退職給付引当金 504,964 505,218

役員退職慰労引当金 140,660 254,200

その他 91,722 74,784

固定負債合計 737,347 834,203

負債合計 5,166,915 5,910,665
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,867,575 2,867,575

資本剰余金 3,409,575 3,409,575

利益剰余金 23,273,268 23,006,920

自己株式 △24,305 △17,986

株主資本合計 29,526,112 29,266,084

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △523,434 △250,809

為替換算調整勘定 △222,164 △257,806

評価・換算差額等合計 △745,598 △508,615

純資産合計 28,780,514 28,757,468

負債純資産合計 33,947,429 34,668,133
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 5,068,282 5,833,329

売上原価 3,255,063 3,981,371

売上総利益 1,813,218 1,851,958

販売費及び一般管理費

人件費 285,544 296,168

賞与引当金繰入額 43,181 45,260

退職給付費用 11,248 13,216

役員退職慰労引当金繰入額 6,010 5,840

その他 670,268 625,172

販売費及び一般管理費合計 1,016,252 985,656

営業利益 796,966 866,302

営業外収益

受取利息 15,658 18,765

受取配当金 79,611 79,623

持分法による投資利益 6,595 69,744

為替差益 6,461 －

その他 5,381 18,438

営業外収益合計 113,708 186,572

営業外費用

為替差損 － 22,428

匿名組合投資損失 271 －

その他 146 187

営業外費用合計 417 22,616

経常利益 910,256 1,030,258

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,205

特別損失合計 － 16,205

税金等調整前四半期純利益 910,256 1,014,052

法人税、住民税及び事業税 304,175 250,462

法人税等調整額 66,184 114,477

法人税等合計 370,360 364,939

少数株主損益調整前四半期純利益 － 649,112

四半期純利益 539,896 649,112
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(3)　【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 910,256 1,014,052

減価償却費 82,031 66,240

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,205

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,224 △5,810

賞与引当金の増減額（△は減少） △115,310 △130,489

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,796 △253

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,010 △113,540

受取利息及び受取配当金 △95,269 △98,389

持分法による投資損益（△は益） △6,595 △69,744

売上債権の増減額（△は増加） 32,562 37,609

たな卸資産の増減額（△は増加） △61,711 △261,091

仕入債務の増減額（△は減少） 135,591 △234,958

その他 139,479 374,979

小計 1,036,616 594,809

利息及び配当金の受取額 104,414 82,398

利息の支払額 － △175

法人税等の支払額 △145,030 △926,853

営業活動によるキャッシュ・フロー 996,000 △249,821

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △33,929 △3,855

無形固定資産の取得による支出 △20,535 △2,720

貸付けによる支出 △1,533 △30,198

貸付金の回収による収入 3,516 78,639

その他 △34,302 13,386

投資活動によるキャッシュ・フロー △86,785 55,252

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △55 △118

配当金の支払額 △401,189 △399,036

その他 △7,921 △10,777

財務活動によるキャッシュ・フロー △409,166 △409,932

現金及び現金同等物に係る換算差額 80,557 30,579

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 580,607 △573,922

現金及び現金同等物の期首残高 9,237,488 11,796,076

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 9,818,095

※1
 11,222,153
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31
日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を
適用しております。
　これに伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一
部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少
数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末

(平成22年６月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額 1,639,353千円
　

※1　有形固定資産の減価償却累計額 1,592,976千円
　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末
残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係（平成21年６月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間
末残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 10,818,095千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△1,000,000
　

現金及び現金同等物 9,818,095　

　

現金及び預金勘定 11,722,153千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△500,000
　

現金及び現金同等物 11,222,153　
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　

至　平成22年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類

当第１四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 14,000,000

　

２　自己株式の種類及び総数

株式の種類

当第１四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 99,408

　

３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

ストック・オプションとしての新株予約権

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 419,990
普通配当

特別配当

20

10
平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

(2)　基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　
映像製作・
販売事業

(千円)

版権事業

(千円)

関連事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

2,877,4631,388,696802,1235,068,282 － 5,068,282

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,012 3,269 344 10,626(10,626) －

計 2,884,4751,391,966802,4675,078,909(10,626)5,068,282

営業利益 520,830553,23329,9611,104,025(307,059)796,966

(注) １　事業の区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要品目

事業区分 主要品目

映像製作・販売事業
劇場アニメ作品・テレビアニメ作品・オリジナルビデオ作品・

パッケージビデオソフト

版権事業 商品化権

関連事業 各種キャラクター商品・イベント及び催事

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　
日本

(千円)

アジア

(千円)

北米

(千円)

ヨーロッパ

(千円)

計

(千円)

消去又は

全社

(千円)

連結

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する売上高

4,879,05988,708100,502 125,068,282－ 5,068,282

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

122,83675,69166,78596,992362,305(362,305)－

計 5,001,896164,399167,28897,0045,430,588(362,305)5,068,282

営業利益 945,98042,05070,79641,5081,100,335(303,369)796,966

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域は以下の通りであります。

アジア：フィリピン、香港

北米：アメリカ

ヨーロッパ：フランス
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　 アジア ヨーロッパ 南北アメリカ 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 207,636 587,037 495,292 1,289,966

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 5,068,282

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

4.1 11.6 9.8 25.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域は以下の通りであります。

アジア：台湾、韓国、香港

ヨーロッパ：ドイツ、イタリア、フランス、スペイン

南北アメリカ；アメリカ、メキシコ、ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

【セグメント情報】

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

１　報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社グループは、映像製作・販売事業、版権事業、商品販売事業及びその他事業の各事業単位で国内及

び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は、「映像製作・販売事業」、「版権事業」及び「商品販売事業」の３つを報告セグメン

トとしております。

「映像製作・販売事業」は、主に劇場・テレビ向けの各種アニメ作品等を企画・製作し、地上波、CS放

送、パッケージソフト等の各種メディアで販売しております。「版権事業」は、製作した作品に登場する

キャラクターの商品化権許諾を行っております。「商品販売事業」は、キャラクター商品等を販売してお

ります。
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２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

（単位：千円）

　
映像製作・
販売事業

版権事業 商品販売事業
その他
(注)１

計
調整額
(注)２

合計
(注)３

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,843,3762,182,8021,692,937114,2135,833,329 － 5,833,329

セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,657 3,688 － － 10,346△10,346 －

計 1,850,0332,186,4911,692,937114,2135,843,675△10,3465,833,329

セグメント利益 12,9371,021,13556,76432,8141,123,652△257,350866,302

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであるイベント事業であります。

２　セグメント利益の調整額△257,350千円には、セグメント間取引消去４千円、各報告セグメントに配分していな

い全社費用257,345千円が含まれております。全社費用は、主に当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費

用であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

2,070円45銭
　

2,068円18銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 28,780,514 28,757,468

普通株式に係る純資産額（千円） 28,780,514 28,757,468

普通株式の発行済株式数（株） 14,000,000 14,000,000

普通株式の自己株式数（株） 99,408 95,313

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

13,900,592 13,904,687

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 38.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

　

１株当たり四半期純利益金額 46.68円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円

　

(注)　１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 539,896 649,112

普通株式に係る四半期純利益（千円） 539,896 649,112

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 13,912,266 13,902,810

　

(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月12日

東映アニメーション株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    湯　　本　　堅　　司   印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    久　　保　　英　　治   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東映

アニメーション株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累

計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東映アニメーション株式会社及び連結子会社

の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月11日

東映アニメーション株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　沼　　田　　　　徹　   印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　　村　　　　基　   印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　久　　保　　英　　治   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東映

アニメーション株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会

計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東映アニメーション株式会社及び連結子会社

の平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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